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２J３０	 

国家プロジェクトが研究者に す影響	 

	 

	 

	 （立 大学）	 

	 

	 

は めに 
 

研究開発は 性が に高く、 する クは に存 している。 のため、企業にとって、イ

ションを こすために限られている を も有効に活用することが極めて重要な である。企業は

と 中、 オプション、プロジェクトマ ジメントなどの を活用する 的な プロ と、

、 学 、 ラ ションなどの 的な プロ から研究開発を進めてきた。企業の 力にも

関 ら 企業の研究開発効 は に て しているとされている。企業は 高の 部分を研究開発

用として しているが、 行研究の多くから、現行技術で成 した既存企業は、 技術に直 し、 れ

を り えることができ に していることを明らかになっている（Foster,1986 Christensen,1997 ）。

既存企業の は の要 によって こるとされており、ま は S カ 論 に する

（Foster,1986）ことである。企業の ライ イ 技術ライ イク により、S カ の

りに たな S カ に り換えることが企業として められるが、企業は 期 である S カ の

を り、シ トよりは ・ に 力するという 断をしてしまうことである。 は、 や

からの に する（Christensen,1997）。既存の のニ ズに した ・ に 中するため、

しい 要や の ができ 、 たにに参 する 企業にシェ を れていき、 することである。

企業としては技術 換を める には重大な意 が められるとともに、 技術にシ トできるも

のではなく、ある されている技術を のメイン ト ムの技術として することが必要である。	 

は、 の 動や ン 企業の技術 力向 、情報 技術の発 などにより、オ プン・イ

ションが活発に行 れている（Ches ro h、2003）。研究開発における技術は、 を 、 に

できる けでもなく（情報の 性）、探索、 することにも トが発生する（Willia son 	 Oliver	 E 、

1981）と、 け れ の企業の体 によって吸収 いに いが存 する（吸収能力、(Cohen	 and	 Levinthal、

1990 D er	 and	 i h	 1998 	 o er 	 et	 al 	 2002)。また、い も企業が必要とする技術が に るとは限ら

ない。 のために、企業としては、メイン ト ムの技術ではない技術においても、研究開発を けてい

る。しかし、 したように、企業はこれまでの技術から しい技術に 行することは、 に難しく、大

企業であっても した が ではない。 
	 イ ションは、技術 体が大きく変化する もあれば、既存の技術に たな プロ により生

る もある。このような様 なイ ションを分 する プロ として研究開発パ ンを、探索と

活用と分けて考えることができる（March、1991）。 行研究では、企業は探索と活用のうち、 する

が 的に く、直ちに に き い「活用」活動を する傾向があることは明らかにされてい

る（Levinthal	 and	 ar h 1993）。また、企業の研究開発活動は、既存の技術経路に依存する傾向があり（David、

1994 児玉文雄、1998）、企業がロ クオンしている技術経路が なものであれば ないものの、 で

ない は、 ではない方向でロ クオンされているので、これを ンロ クの にさ る必要がある

（児玉文雄、1998）。 して、企業の技術経路を ンロ ク にさ るための方 としては、国家イ

ションシ テム（ ）が されている（児玉文雄、1994） 
こうしたことから、本研究では、NEDO のマイクロマシン・プロジェクトの 研究により国家イ

ション・シ テム（ 、国家プロジェクトと ）が、企業の研究開発にどのような影響を与えているか

を明らかにする。 
 

行研究の と本研究の 置 け 
 
	 企業の研究開発の の を る既存研究は多くの を明らかにしている。本研究では、 の中でも、

企業の 視 性（March,1991 Levinthal and march,1993）、技術経路依存性（David,1994 児玉文雄、1998）、
技術 のジ ンマ（Foster, 1986 Christensen,1997）に 点をあてる。 

企業の 視 性の視点は、企業が行う活動を探索と活用に分け、活用活動を、企業がすでに 有している

を活用したり、既存の技術や 識を活用したりし、Incremental Innovation を する活動と し、

探索的活動は、 しい技術を探索・ し、 に進出するイ ション（Radical Innovation）
と した。企業は探索活動と活用活動において、 視 的な視点によって、探索的な活動より活用活
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動が するとされている(Levinthal and march,1993)。 
	 技術開発 の 換は、経路依存性により難しい とされている。技術開発 を構成しているシ テ

ムは、社会、 、文化、 などに複 に関 っているため、経路依存性が発生してしまう。経路 換の

ためには技術の多様性（Technological Diversity）と技術 イパ テ （Technological Capability）が

められる（David,1994）。 
	 技術 のジ ンマの既存研究では、 の を S カ 要とマ トから要 を明らかに

している。企業が たな S カ にシ トする に S カ の 期 の を り、シ ト イ ン

を してしまうこと（Foster,1986）と、 要とマ トの を り、 でき に する

（Christensen,1997）ことが要 とされている。 
	 企業が 用する技術は の会社 ですでに成 している、または成 が されているなど、成 が

高くないと けようとする傾向があり（Angerman,2005;Ankli,1996;Cyert.R.M、1963 Morris W.T,1969;
、2004）、このような現 は企業の研究開発においても ことである。 

	 既存研究にて明らかになった研究開発の の要 を するためには、Romer の イ 、

Poter の と 業クラ 、Nelson の国家イ ションシ テム（NIS）などの プロ

が られている。 
	 既存研究は、企業が する要 を明らかにすることに 点を てていることが多く、 に関する

研究においても、企業、 業 での分 に まり、企業を構成している 本 となる の研究パ

ンや変化に いての分 までは行 れていない。しかし、研究開発においての 断や意 は、研究者

の の経験・能力に依存されており（ ）、研究者 の研究パ ンや変化に いて研究する必要があ

る。本研究の 的は、NEDO プロジェクトうち、 から まで行 れた、マイクロマシン・

プロジェクトの 研究により、技術開発における多様性に国家プロジェクトがどのような影響を与えるの

かと、 して国家プロジェクトが企業の技術開発にどのような影響を与えたのかを研究者 の研究パ

ンの変化に り て明らかにし、 の 組 の 能性を することである。 
	 経路依存性は、研究開発 では に られることであり、特 クラ の技術 に 点を てて、 の

技術 に いてはな の 意も に技術開発を進める 、技術開発が 体として とは えない経

路にロ クイン（Lock-in）される 能性があるとされている。また、March の研究でも、企業は探索活動

よりは、深 活動を するとされている。この から、企業の所属している研究者の特許出願傾向も特

分野・特 クラ に 中していると考えられる。 
本研究における ・ク ョンは の に する。 
RQ1.企業に所属している研究者の特許出願傾向は、特 分野・クラ に 中している。 
RQ2.国家プロジェクト研究開発の ンロ クに有効であり、多様性に効 がある。 
	 公共 の 論は、研究開発を現 の経路から 何にして ンロ クさ るのか、 何にして 能性のあ

るす ての を探すのかであり、 性に ける経路から ンロ クするためには、技術的 プロ に

おける多様性(diversity)が必要とされる。また、 性の として、何らかの で多様性を持ち込む

ことが有効である（児玉文雄、1998）。	 

	 

研究（特許分 ）	 

	 本研究では、日本にて 1991 から 2000 まで 10 にかけ、 177 の と 2 所の研究 関が

参加する大 プロジェクト「マイクロマシン技術開発プロジェクト」（ ）の成 を特許分 と企業

与えた影響に いて分 する。	 

	 NEDO の に参加した企業の成 報 中、重要特許 トとして られた トにもと いて、企業

所属の研究者 の トを作成し、特許 索により、時系 特許出願 と出願分野（ C）

を収 し、特許出願 点 を 出し分 を行う。特許出願 中点 は、 の 中 を 出する れ

る を 用し、 C 分 における クラ が める で 中 いを 出する。この 中 いが

高い 、特 分野に 中していることであり、 大 は である。 中 いが く分 されて

いる は、 に限りなく くなり、 が ければ い ど分 している。 1、 2 に する

を める に の特許出願を、 （ 、 1）、 から （ 期

、 2）、 （ 、 3）に分けて する。 1 と 2 の では、企業は、探索

活動より活用活動に 中する傾向があり、経路依存性により、既存の技術 にロ クインされているため、

1 の特許 中 いは 的に高く、国家プロジェクトに参加して影響を けたとしたら 2 の特許 中

いは 的に くなると考えられる。また、国家プロジェクトを経験し、会社に った の変化を分 す

るために 2 と 3 の を行う。 1 2、 2 3 の のため 方特許出願 が られた研究者の を分

の とし の ンプ は、 （ 1 2 ）、 （ 2 3 ）、 体 である。	 
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動が するとされている(Levinthal and march,1993)。 
	 技術開発 の 換は、経路依存性により難しい とされている。技術開発 を構成しているシ テ

ムは、社会、 、文化、 などに複 に関 っているため、経路依存性が発生してしまう。経路 換の

ためには技術の多様性（Technological Diversity）と技術 イパ テ （Technological Capability）が

められる（David,1994）。 
	 技術 のジ ンマの既存研究では、 の を S カ 要とマ トから要 を明らかに

している。企業が たな S カ にシ トする に S カ の 期 の を り、シ ト イ ン

を してしまうこと（Foster,1986）と、 要とマ トの を り、 でき に する

（Christensen,1997）ことが要 とされている。 
	 企業が 用する技術は の会社 ですでに成 している、または成 が されているなど、成 が

高くないと けようとする傾向があり（Angerman,2005;Ankli,1996;Cyert.R.M、1963 Morris W.T,1969;
、2004）、このような現 は企業の研究開発においても ことである。 

	 既存研究にて明らかになった研究開発の の要 を するためには、Romer の イ 、

Poter の と 業クラ 、Nelson の国家イ ションシ テム（NIS）などの プロ

が られている。 
	 既存研究は、企業が する要 を明らかにすることに 点を てていることが多く、 に関する

研究においても、企業、 業 での分 に まり、企業を構成している 本 となる の研究パ

ンや変化に いての分 までは行 れていない。しかし、研究開発においての 断や意 は、研究者

の の経験・能力に依存されており（ ）、研究者 の研究パ ンや変化に いて研究する必要があ

る。本研究の 的は、NEDO プロジェクトうち、 から まで行 れた、マイクロマシン・

プロジェクトの 研究により、技術開発における多様性に国家プロジェクトがどのような影響を与えるの

かと、 して国家プロジェクトが企業の技術開発にどのような影響を与えたのかを研究者 の研究パ

ンの変化に り て明らかにし、 の 組 の 能性を することである。 
	 経路依存性は、研究開発 では に られることであり、特 クラ の技術 に 点を てて、 の

技術 に いてはな の 意も に技術開発を進める 、技術開発が 体として とは えない経

路にロ クイン（Lock-in）される 能性があるとされている。また、March の研究でも、企業は探索活動

よりは、深 活動を するとされている。この から、企業の所属している研究者の特許出願傾向も特

分野・特 クラ に 中していると考えられる。 
本研究における ・ク ョンは の に する。 
RQ1.企業に所属している研究者の特許出願傾向は、特 分野・クラ に 中している。 
RQ2.国家プロジェクト研究開発の ンロ クに有効であり、多様性に効 がある。 
	 公共 の 論は、研究開発を現 の経路から 何にして ンロ クさ るのか、 何にして 能性のあ

るす ての を探すのかであり、 性に ける経路から ンロ クするためには、技術的 プロ に

おける多様性(diversity)が必要とされる。また、 性の として、何らかの で多様性を持ち込む

ことが有効である（児玉文雄、1998）。	 

	 

研究（特許分 ）	 

	 本研究では、日本にて 1991 から 2000 まで 10 にかけ、 177 の と 2 所の研究 関が

参加する大 プロジェクト「マイクロマシン技術開発プロジェクト」（ ）の成 を特許分 と企業

与えた影響に いて分 する。	 

	 NEDO の に参加した企業の成 報 中、重要特許 トとして られた トにもと いて、企業

所属の研究者 の トを作成し、特許 索により、時系 特許出願 と出願分野（ C）

を収 し、特許出願 点 を 出し分 を行う。特許出願 中点 は、 の 中 を 出する れ

る を 用し、 C 分 における クラ が める で 中 いを 出する。この 中 いが

高い 、特 分野に 中していることであり、 大 は である。 中 いが く分 されて

いる は、 に限りなく くなり、 が ければ い ど分 している。 1、 2 に する

を める に の特許出願を、 （ 、 1）、 から （ 期

、 2）、 （ 、 3）に分けて する。 1 と 2 の では、企業は、探索

活動より活用活動に 中する傾向があり、経路依存性により、既存の技術 にロ クインされているため、

1 の特許 中 いは 的に高く、国家プロジェクトに参加して影響を けたとしたら 2 の特許 中

いは 的に くなると考えられる。また、国家プロジェクトを経験し、会社に った の変化を分 す

るために 2 と 3 の を行う。 1 2、 2 3 の のため 方特許出願 が られた研究者の を分

の とし の ンプ は、 （ 1 2 ）、 （ 2 3 ）、 体 である。	 

	 

	 用 	 

	 本研究にて用いた は である。	 

Data ase	 期 	 

日本公開特許	 ( 1)	 	 

日本 特許	 ( )	 

日本公開特許 	 ( )	 ( 1)	 

1993	 	 2012 04 2 	 

199 	 	 2012 04 2 	 

1980	 	 2010 12 24	 

	 

	 索方 収 期 	 

	 本研究では、研究者 に しているため、発明者に研究者の を 力すると共に、 の を

するため、出願者、 者に所属している会社の社 を 力し、 ND 索を行った。また、本研究では、研

究者の変化に しているため、特許出願に視点を置き、出願された特許を C 分 と時系 で収 した。

索式 収 と期 は である。	 

	 

索式	 	 発明者	 	 出願者、 者	 ND 索	 

収 特許出願 と出願分野（ C 分 ） 	 

収 期 2012 3 、4 	 

	 

	 

	 1 と 2（n 3 ）の 	 

	 企業所属の研究者が出願する特許の傾向に国家プロジェクトが影響を与えているかどうかを明らかにする

ため、 1 と 2 の特許出願 を C 分 によりテ を め、特許 中 いを 出した。既存の研究で

明らかになっているように、企業は特 分野に 中しやすく、活用を しているとすれば、プロジェクト

の期 には特許の 中 いは、特 分野に 中しているため高くなる。 、NEDO プロジェクト期

には、プロジェクトの影響により、探索 も むため、特許の出願傾向は、分 されて、 中 いの点

は くなると考えられる。 から時系 にて できる が めた研究者（ ）に

して、特許 中 いの変化を した。 の 、 1 は、特許出願 中点 が で、

特 分野に 中的に出願すること し、 2 では特許出 中点 が で多分野に分 され、

t が で、 1 と 2 の は 的 での があることが明らかになった。	 

	 

	 2 と 3（n 79）の 	 

	 国家プロジェクトに参加した研究者の特許出願傾向に変化が られ、 らが国家プロジェクトを え、 社

に った にも、研究者は特 分野に 中して特許を出願するかを明らかにするために、 2 と 3（

）の変化を した。 の 、 2 は、特許出願 中点 で、多分野に分 的に出願

されていることに 、 3 では特許出願 中点 が で、特 分野 中され、 が

で、 2 と 3 の は 的 での があることが明らかになった。	 

	 

	 1 2 3 の （n 29）	 

	 から まで の特許出願傾向の が られた （ ）に

して、時 を 1 2 3 に分け、特許出願 中 いの を行った（図 ）。 の 、特許出願

中 いの変化は、 1 の時に も高く、 2 の時には くなり、 3 の時には 高くなる傾向であった。	 

	 

まとめと今後の 	 

	 企業は研究開発に多くの 力を いでいるにも関 ら 、 を しているにも関 ら 、 してし

まう が多い。 が しくなり、 技術・ の は まる中、 のライ イク が され

ているため、企業の は していく。 の 、企業の研究開発 トは 加している（図 ）。企

業は限られている を有効に うために、 と 中の経 断にい も れているが、 の 断が

しいとは限ら 、企業がどのように 断するかが重要な である。企業は 視 的な活動を してしま

う傾向があり（ ar h 1991）、 の技術から離れることは難しく経路に依存してしまう傾向がある

（David 1994）。 本研究で り った NEDO プロジェクトに参加した企業も特許出願から ると 傾向

が られ、特 の分野に 中している。このような 中が 化されている であれば ないが、必

しも 化されているとは限ら 、 化されてない である 能性も高い。技術経路依存性を けるた
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めに児玉文雄（1998）は、技術の多様性と組織構成における重複が必要であり、ある技術分野に意図的に多

様性を持ち込むことで技術進化を促進することができると示唆している。技術の多様性は、学習能力・吸収

能力にも深い関係があり、Nelson	 and	 Winter(1982)と Cohen	 and	 Levinthal(1983)は、企業がこれまで技術

開発活動で蓄積した技術は、今後の技術の探索や活用に影響していることを示唆している。技術の多様生は

現行技術の限界を認識することは極めて重要であるが、学習能力や吸収能力に影響される視点から考えると

現行技術の限界を認識することは極めて難しい（児玉文雄、2004）。Christensen（1997）は、内部と離れ独

立性の高い組織を作ることが有効であると示唆している。置き換えると Christensen は、情報の遮断する必

要であることを示唆していると考えられる。しかし、既存の研究の多くは情報共有の重要性を示唆する研究

も多く、どのように情報を共有し、どのように情報を遮断すればよいかが明らかになっていない。	 

	 NEDO のプロジェクトに参加した研究者は、プロジェクトの時期と会社に所属していた時期の特許出願傾向

が大きくことなり、国家プロジェクトが変化に直接に影響を与えたと考えられる。今後はこのようなメカニ

ズムを明らかにしていきたい。	 
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